


















いる。1952 年 4 月 28 日のサンフランシスコ平和条約発効で日本は主権を回復したが、「日本政府は、朝鮮人
及び台湾人は、平和条約発効の日をもって日本の国籍を喪失（外国人となる）として、国籍選択の道を開かず
一律に外国人としてしまった」。同じ 28 日に外国人登録法が成立して指紋押捺制度も制定された [神奈川県自
治総合研究センター(1984),pp.32-35]。指紋押捺制度の制定当時について、大阪市職員労働組合（以下「大阪市



































によって、2 年以内に指紋押捺制度の廃止が決まった。92 年 6 月の外国人登録法改正（93 年 1 月 8 日施行）
で、永住者および特別永住者に限り、指紋押捺制度が廃止された。代わりに「署名」および「家族事項」の登
録が採用されたと述べた。[田中宏(1995),pp.77-100] 




市民局長は、85 年の「2 月 20 日頃の市の幹部会議で突然市長の不告発の指示があった」。「当初は庁外の人た
ちとの連携の中で不告発の方針を固めたようである」と述べている。これについて、82 年の自治労第 77 回中









年 2 月 23 日以降の各社の新聞記事がかなりの頁を占め、『地方自治通信』の記事 2 編も所収されている。その
うちの 1 編が「指紋押捺問題と自治体・その後」1 であり、その中に資料「指紋押捺問題・1985 年の動き（作
成・佐藤信行）」という年表が載っている。ただし、85 年 2 月 23 日から 11 月 27 日と期間が限定されており、
出展の記載がない。 
（2）本稿の目的と構成 
 本稿の目的は、80 年代、特に 85 年までの外国人登録法における指紋押捺制度等の改廃運動を主に川崎から
の視点で明らかにすることである。 
 なぜ川崎からの視点かと言えば、第一に、71 年に革新系の伊藤三郎川崎市長 2 が誕生した川崎市は、川崎方
式という先端的な在日外国人施策などを打ち出してきた[川崎市編(1997),p.490,p.600]。先行文献でもあるよう
に、外国人登録証の大量切替えの年である 85 年になって、川崎市は 82 年に指紋押捺を拒否した川崎市在住の
在日韓国人李相鎬青丘社主事の 3 年の時効が近くなり、警察から自治体の立場を 2 月 23 日までに明確にする
ように打診されていた。それに対して、2 月 23 日に川崎市長は指紋押捺拒否者の不告発宣言を行い、これが他
の自治体にも波及していった。そして、こうした状況に対抗する形で 85 年 5 月に警察は李相鎬の逮捕に踏み
切った。これらがマスコミに大きく取り上げられ、さらに集団で指紋押捺を拒否するなど、改廃運動が盛り上























 本稿の構成は、1 章で、姜博が川崎で市職員山田貴夫の前で指紋押捺を拒否した経緯を示す。2 章は、本改
廃運動で重要な役割を果たした川崎市職労の山田貴夫および川崎教会の李仁夏牧師と、彼らが関係した市民運



















































仁夏は 75 年から 93 年まで、民闘連の全国代表[李仁夏(2006),p.228]を務め、民族差別と闘う市民運動のリー
ダーとして活躍していた。また、後述する 2 つの「支える会」の代表となり、指紋押捺制度反対の市民運動も
主導していた。 










 1980 年からの指紋押捺拒否者を月刊自治研(1984)から抜粋・修正 5 して表 1 に示す。表 1 にある名前は拒否




高校を卒業して 2 年後の 77 年に、明治大学に入学した。その年に「在日韓国基督教川崎教会」の敷地にあっ
た社会福祉法人青丘社・桜本保育園を訪れ、ボランティアとして青丘社の学童保育の子供を任されることにな
った。81 年 10 月 27 日に青丘社の姜博主事が指紋押捺を拒否し、李はこのことを青丘社の事務所で知った。
姜は 11 月に川崎区役所田島支所から告発された。その後、姜は岡山に転居した。李は川崎教会の李仁夏牧師













拒否順 氏名 拒否場所 拒否年月日 国籍 年齢 職業 
１ 韓宗碩 東京都新宿区 80.09.10  52 会社員 
２ 崔昌華 北九州市小倉北区 80.11.18  52 牧師 
３ 崔善愛 同上 81.01.09  22 学生 
４ 崔善恵 同上 81.01.12  16 高校生 
５ 金貞女 同上 81.04.09  51 主婦 
７ 姜博 川崎市川崎区 81.10.27  26 会社員 
14 梁容子 大阪市東淀川区 82.07.16  31 自営業 
16 李相鎬 川崎市川崎区 82.08.07  26 団体職員 
17 李敬宰 大阪府高槻市 82.08.07  26 団体職員 
18 辛仁夏 横浜市港北区 82.08.11  15 中学生 
23 朴愛子 大阪市生野区 82.08.28 朝鮮籍  主婦 
26 キャサリン・森川 神奈川県大和市 82.09.09 米国 32 大学講師 
 
４．川崎市職労の動き 









82 年 12 月 25 日の『川崎市職労』第 739 号には、「外人登録『指紋押捺制度』廃止求め学習会」という井沢




 83 年 7 月 10 日の『川崎市職労』第 751 号には「外国人登録法 是正へ市議会請願」について、次のように








 支える会主催「外国人登録法に関する連続学習会」のビラによれば、11 月 22 日に第一回目として「指紋を
取るのはもうイヤだ！ 外国人登録行務の実態」という講義が川崎市立産業文化会館であった。講師は川崎市
職労の山田貴夫とある。このビラには、11 月 27 日に大阪で民闘連主催の全国決起集会が予定されていること














人登録事務を担う労働者として、1982 年より外国人登録法の抜本的改正への取り組みを開始した。82 年 6 月
25 日、「外国人登録事務取扱手当」の廃止をきっかけとした西宮市職労、9 月 10 日に大会方針化した大阪市職、
9 月 21 日に大会決議した川崎市職労など単組段階での取り組みがあった。中央本部はこうした動きを受けて、
9 月と 10 月に朝鮮総連と協議し、11 月 30 日、12 月 1 日の第 77 回中央委員会で外国人登録法の改正や「告発
留保」への取り組みなどを方針化した。83 年 2 月 2 日に朝鮮総連から「支援要請」もあり、3 月の臨時大会で
自治体決議の推進と対策会議の開催を確認した。5 月には、在日韓国青年同盟からの問題提起、大阪市職から
の報告を受けた。5 月 27 日、28 日の第 78 回中央委員会で朝鮮総連と協力しながら取り組むことを確認した。




















1985 年 2 月 6 日の「外国人登録法抜本改正をもとめる大阪市職集会『指さきからの反乱』基調報告」[大阪
市職(1985)]で次のように述べている。 
 国は、「登録申請者の同一人性を確認するには指紋照合が不可欠」としているが、「鑑識など専門技術をもた
ない自治体の窓口では、指紋による本人確認は不可能であり、顔写真で確認を行っている」。また、84 年 5 月
22 日、姜博の岡山地裁での裁判で、証人に立った法務省の亀井前外国人登録課長は、「法務省自身全般的な指
紋照合を行っていない」ことを明らかにした[同, p.5]。 
 毎年、外国人登録法違反事件（不申請事犯と登録証不携帯）で 1 万人近い在日朝鮮人・韓国人が犯罪者とし
て送検されている。例えば、80 年に送検された外国人 8404 人中、在日朝鮮人・韓国人が 7295 人であり、不








 85 年の第 16 回部落解放夏期講座で、大阪市職が講演を行い、大阪市職の具体的な取り組みを次のように述
べた。大阪市職では、82 年 9 月 10 日の第 37 回年次大会において、「外登法抜本改正、押捺拒否者を告発させ
ない、自治労へのとりくみ要請」を決議し、外国人登録事務手当の返上闘争に取り組んでいた西宮市職労、ま
た川崎市職労と連携して、自治労に対して取り組みを要請した。その結果、11 月、自治労第 77 回中央委員会
















また、事務局長雨宮成根は支える会の 2 年間の歩みを次のように言っている。82 年 8 月 7 日に李相鎬が指




7 名が指紋押捺を拒否しており、11 月 14 日に「外国人登録法の指紋押捺義務の廃止を求める関東集会」を持
った。83 年には、川崎市議会や神奈川県議会に「請願運動」を開始した。支える会は民団、総連に何度も行き、
連名よる請願を実現させようと努力した。また、県議会議長とも面会した。「支える会、市労連、民団、総連の
4 者による打ち合わせを数回重ね、6 月 30 日に、同書面連名は果たせなかったものの、4 団体による川崎市請
願をするに至った」。7 月 17 日には、神奈川県下での指紋押捺拒否者であるキャサリン森川、李相鎬、辛仁夏
を中心に「神奈川集会」を持った。84 年 2 月、支える会および市職労が川崎市民局長と面談を行い、局長から
「告発はしない」という発言を得た。[同,pp.2-3] 













































1980 年から 93 年まで、「指紋押捺」をキーワードに、『朝日新聞』の「聞蔵Ⅱ」を用いて、表 2 に示すよう
に検索を行った。最初の記事が、姜博（倉敷市）が「罰金一万円の略式命令」を不服として正式裁判を請求し






「聞蔵Ⅱ」は 84 年 8 月 1 日以降にそれまでの紙面の縮刷版（イメージデータ）に加えて、文字データで見ら
れる「朝日新聞デジタル」が追加された。84 年 8 月 1 日以降の検索には「朝日新聞デジタル」を用いたため、
「1980 年 1 月 1 日～1984 年 7 月 31 日」と「1984 年 8 月 1 日～1985 年 2 月 22 日」というように、便宜上








      表２．「指紋押捺」で検索した結果の記事数 
期 間 記事数 
80 年 1 月 1 日～84 年 7 月 31 日 48 
84 年 8 月 1 日～85 年 2 月 22 日 48 
（85 年 1 月 1 日～85 年 2 月 22 日） （9） 
85 年 2 月 23 日～85 年 12 月 31 日 263 
86 年 1 月 1 日～86 年 12 月 31 日 113 
87 年 1 月 1 日～87 年 12 月 31 日 77 
88 年 1 月 1 日～88 年 12 月 31 日 80 
89 年 1 月 1 日～89 年 12 月 31 日 143 
90 年 1 月 1 日～90 年 12 月 31 日 227 
91 年 1 月 1 日～91 年 12 月 31 日 89 
92 年 1 月 1 日～92 年 12 月 31 日 70 
93 年 1 月 1 日～93 年 12 月 31 日 47 
             計 1205 件 
 
（2）新聞記事の内容 
川崎市（伊藤三郎市長）は 85 年 2 月 23 日、指紋押捺拒否者を捜査機関に外国人登録法違反で告発しないこ
とを決めた。「積極的に『告発せず』とした自治体は全国でも川崎市が初めてである」。臨港署は李相鎬が外国
人登録法違反の 3 年の時効を迎えるため、同市に対して、自治体の立場を 23 日までに明確にするように打診
していた。同市は警察から書類提出を求められれば、応じるという。一方、法務省は刑事訴訟法に基づき告発
するのが公務員の義務であると述べた。[850223My] 告発義務については、市は「警察が捜査、送検すれば法













と記載事項の照合で確認している。横浜市も写真による確認のみ。法務省も 74 年から 82 年まで、新規登録を
除いて、切り替え者の指紋原紙の保管を取りやめていたと疑問を呈した。[850309K] 奈良市長と町田市長が外






82 年 8 月 7 日、外国人登録証の更新手続きの際、登録証明書への指紋の押捺を拒否したため、外国人登録法
14 条違反（押捺拒否）の疑いで、85 年 5 月 8 日に李相鎬が臨港署に逮捕された。自治体の告発なしでの逮捕
は初めてである。[850508Ay1] 10 日午前に李は送検され[850510Ay1]、その夜に釈放された[850511A2]。6 月
10 日、横浜地検が李を横浜地裁に起訴した[850610Ay]。 
 李相鎬の逮捕を受けて、長洲神奈川県知事は、国に対し、法改正を強く求めた。法務省入国管理局登録課長




















[850531A]。6 月 7 日、町田市長が通達に従わないことを表明し[850607Ay]、また、上尾市長も「告発せず」
と言明した[850609A]。一方で、熊本県議会が初めて外国人登録法の指紋押捺制度の厳守と押捺拒否者に対し
て厳しい態度を求める国に対する意見書を採択した[850622A]。川崎市は 6 月 28 日、通達に、政令の実施日で
ある 7 月 1 日以降も従わないことを正式に決めた。事実上の「通達返上」で、国との間に強い対決姿勢を示し





機関委任事務とは言えない」(5 月 17 日の衆院法務委）、「告発は機関委任事務ではなく、国が職務執行命令を






[850717A1]。法務省は 16 日「指紋事務ＱアンドＡ」という小冊子を自治体に配布した。[850717A3] 17 日に
全国市長会が指紋押捺の緩和措置を国に要望した[850718A]。23 日に大阪府の市長会も法務省通達順守に動い
た[850724A]。ただし、7、8 月は自治体による告発が１件もなく、8 月末現在の押捺拒否・留保者総数は 6051




人、押捺留保 4360 人であった[850901A]。9 月 28 日の日韓外相会談で韓国外相は民団に対して日本の法律を
守るよう指導していることを明らかにした[850928A]。その結果、指紋押捺拒否が峠を越し[851001A]、民団は
10 月 11 日に「留保終結」を決定した[851012A]。 
 川崎市長が 10 月 15 日の議会で、法務省通達について押捺拒否者を告発せずとの方針は変わらないが、国と
の全面対決の姿勢を再検討する可能性を示唆した。これは民団の押捺留保運動終結を受けた発言であった。












原千代子は次のように述べた。1985 年 2 月 23 日に伊藤市長が指紋押捺拒否者を「告発しない」方針を表明






資料集の最初に、李の逮捕前後に川崎で起こったことが 8 ページにわたって写真で示されている。最初は 85
年 5 月 10 日釈放後の記者会見の模様であり、李相鎬が子供を抱き、隣に川崎支える会の代表で川崎教会の李























 李相鎬はこの 3 日間を次のように言っている。8 日の午前 6 時頃に、川崎臨港署長の様子から逮捕が近いと
感じた新聞記者が訪ねて来た。何も起こらなかったので、出勤のために自転車で家を出てすぐに先程の記者と
会ったが、その先で逮捕された。臨港署の留置場は 5 つあり、その一つに李が一人で入れられていた。他の房





















李を被告とする横浜地方裁判所第一回公判（85 年 10 月 8 日）の意見陳述書で、李は次のように述べている。














ムが、1982 年 9 月から 83 年 8 月まで「国際化に対応した地域社会のあり方」のテーマのもとに調査研究を行
って報告書を神奈川県知事に提出した[神奈川県自治総合研究センター(1984),pp.200-201]。報告書には、次の


















ある。「登録証明書の提示を求められた経験の有無」では、サンプル総数 1028 人の内 52.3％（男性の内 73.1％、












 さて、市民運動体から県議会議長に請願（83 年 6 月 30 日）を行い、県知事に要望（84 年 8 月 1 日）を行っ
たことは 6 章に記載した。また、上記のように県で調査研究や実態調査がなされる中で、長洲神奈川県知事と
県下自治体が連名で国に要望書を出している。一つは、神奈川県知事、横浜市長、川崎市長ほか 17 市長、葉
山町長ほか 16 町長、清川村長の連名で法務大臣住栄作宛て「外国人登録法の改正に関する要望」（84 年 2 月




 もう一つは、85 年 5 月 14 日の法務省通達の後、神奈川県知事、横浜市長、川崎市長ほか 17 市長、葉山町
長ほか 16 町長、清川村長の連名で、内閣総理大臣中曽根康弘、外務大臣安倍晋太郎、法務大臣嶋崎均、自治
大臣古屋亨宛てにそれぞれ出された「外国人登録法の早期改正に関する要望」（85 年 6 月 24 日）である。内
容は 4 通とも同じで、「これまで数次にわたる改正が行われ、今回一部運用についての通達が出された」が、
まだ「日本国憲法並びに国際人権規約等に照らし、改善及び簡素化を要する事項が残されている」とし、84 年














82 年の外国人登録法改正を経た 85 年は登録証の大量切替の年であった。そのため、外国人登録法抜本改正
の運動と相まって、指紋押捺拒否・留保者が急増することになった。朝日新聞の検索の結果、85 年 2 月 23 日
から「指紋押捺」関連の新聞記事が急増していた。それは、指紋押捺を拒否した川崎に住む李相鎬の時効が迫
る中、伊藤川崎市長が 2 月 23 日に指紋押捺拒否者の「不告発宣言」をしたことと、それに対して、5 月 8 日
に李が初めて「告発なし」で逮捕された事件への国内外の反響が大きかったことが要因である。先行文献にも
あるように、川崎市長の不告発宣言が全国の自治体に波及して行き、これら自治体と国との間に対立関係が生
じた。85 年 5 月 14 日の法務省通達については、川崎市は当初従わない方針であった。国や都道府県による基



























をしており、代議員は 6 名から 7 名いた。市職労と民闘連・青丘社との間は、山田を通して指紋押捺問題か
ら連携するようになった。山田は状況によって市職労か民闘連かの肩書を使い分けていた。例えば、定期大

































務。川崎市労連委員長、自治労神奈川県本部委員長を経て、71 年に川崎市長。85 年 3 月当時、市長 4 期目、65 歳。82
年 7 月から全国革新市長会長。[850223My、850301Y、850305A、850712A] 





6) 17 年 3 月 14 日、川崎市ふれあい館にて山田貴夫氏から聞き書き。 
7）創刊号だけ「李相鎬氏を支える会ニュース」、次号から「李相鎬さんを支える会ニュース」である。連絡先は青丘社気付
とある。[支える会(1984),pp.37-52]以下「支える会ニュース」という。 
8）李仁夏は 82 から 85 年まで日本キリスト教協議会議長を務めていた[在日コリアン辞典(2010),p.19]。 
9）資料集に「拒否者の声」の頁があり、5 月 9 日拒否の 6 人、10 日の 2 人（1 人が雨宮成根）、11 日、15 日の各 1 人など
が「声」を寄せていた[川崎支える会(1985),pp.23-28]。 
10）今村嗣夫、新美隆、金敬得の 3 名の弁護士は李相鎬の横浜地裁第一回公判（85 年 10 月 8 日）で弁護人意見陳述を行っ
ている[川崎支える会(1986)]。 
11）神奈川県に在住する韓国・朝鮮人及び中国人で、84 年 9 月 1 日現在満 20 歳以上の男女から無作為抽出。調査員による
質問紙を用いた訪問面接聴取法。調査実施期日 84 年 8 月 20 日～9 月 30 日。[神奈川県内在住外国人実態調査委員会
(1986),pp.1-2] 













神奈川県知事ほか「外国人登録法の改正に関する要望」、1984 年 2 月 17 日。 




川崎教会歴史編纂委員会編『川崎教会 50 年史』在日大韓基督教会川崎教会、1997。 
『川崎市職労』第 739 号、1982 年 12 月 25 日。 
『川崎市職労』第 751 号、1983 年 7 月 10 日。 
川崎市職労「第 44 回川崎市職労定期大会 外国人登録法の指紋押捺制度廃止等に向けての取組みについて―決議（案）」、
1982 年 9 月 21 日、22 日。 
川崎市編『川崎市史 通史編 ４上 現代行政・社会』川崎市、1997。 






























820214A「『外国人だけなぜ指紋』 拒否に罰金…不服と訴訟 倉敷の姜さん」 
830728A「在日韓国女高生の再入国 押捺拒否で不許可 夏休み旅行に横浜入管」 
850223Ay「川崎市、指紋押捺拒否者『告発せず』 外国人の人権重視」 
850223My「指紋押なつ拒否 川崎市『告発せず』――自治体で初の方針――」 
850223S「指紋押なつ拒否者を告発せず 川崎市が初の宣言 警察には資料提供」 






850309K「揺れる指紋押なつ なぜ、必要なのか 川崎など自治体にも疑問の声」 
850309Y「『指紋押捺』苦悩の自治体 在日外国人の窓口 現行法と板ばさみ」 
850314A「外国人の指紋押捺拒否、町田市も『告発せず』」 
850315K「指紋押なつ拒否 川崎市、無念の捜査協力 県警へ李さんの資料提供 厚かった法の壁」 
850508Ay1「川崎臨港署、指紋押捺拒否で韓国人を逮捕 自治体告発なしでは初めて」 
850508Ay2「指紋押捺の拒否で逮捕、『まさか』『不当だ』 支援者ら抗議集会計画」 







850514Ay「指紋押捺拒否者に制裁 法務省通達 登録証明出さず、説得期間３カ月後告発」 
850515M 川崎版「指紋押なつ法務省改正 市『告発せず』は堅持」 


























851016T「指紋押なつ問題 通達見直したい 市長全面対決の姿勢崩す」 
851218A「川崎市、指紋押捺問題で国に“譲歩” 法務省通達を併用」 
851219A かわさき「なぜ、この時期に軌道修正 市の『指紋押捺』通達見直し」 
890321A「１審破棄し免訴の判決 押捺拒否で東京高裁」 
900501A「『指紋』在日 3 世から除外 日韓外相協議で大筋合意」 
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